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広島市財政局契約部工事契約課


「労務費ダンピング調査」の試行実施について

国は、公共発注者向けに、入札金額の内訳の提出及び「労務費ダンピング調査」の具体的な実施方法について留意点をまとめた「労務費ダンピングを防止するための公共発注者向けガイドライン」を作成し公表しています。
国のガイドラインでは、直接工事費が一定水準を下回った場合に、その積算内容等について書面（「理由書」）により確認を行うこととされていますが、本市では、直接工事費が一定水準を下回るかどうかに関わらず、原則、一般競争札参加資格確認申請書等（以下「申請書等」という。）の提出を求められたすべての入札参加者に対し、申請書等と併せて理由書の提出を求めます。
この理由書は、一定水準を下回った理由を記載していただくものではなく、入札金額や工事費内訳について、どのような積算方法や考え方に基づいて算出したのか、その積算根拠を説明していただくための書類で、提出された理由書により積算内容を確認し、適正な労務費が確保されているかを確認します。
なお、合理的な回答が確認できなかった場合でも、契約締結は行いますが、発注者は建設業法第40条の４に基づく調査を行う者（以下「建設Ｇメン」という。）への通報を行います。
　ただし、この試行実施は財政局契約部工事契約課が契約を締結する一般競争入札（単価契約を除く。）に限ります。


「労務費ダンピング調査」の対象
　今回の試行は、財政局契約部工事契約課において契約を締結する一般競争入札（単価契約を除く。）に限り行います。
指名競争入札及び随意契約は対象外です。


「理由書」の提出について
開札後、申請書等の提出を求められたすべての入札参加者は、入札公告に記載された工事担当課へ、理由書を申請書等と併せて持参により提出してください（理由書の提出期限は、申請書等と同じ。）。
　　なお、一般競争入札（ＷＴＯ対象）に限っては、保留通知書に基づき、所定の期限までに入札
公告に記載された工事担当課へ理由書を提出してください。


実施時期
令和8年9月1日以降に入札公告を行うものから理由書の提出を求めます。
令和8年11月1日以降に入札公告を行うものから「理由書」の提出がなかった場合、その落札候補者が行った入札を無効とします。






理　由　書
令和　　年　　月　　日
広 島 市 長
[bookmark: _Hlk237866472]所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○


　〇〇〇〇〇工事について、当該労務費で入札した理由は、以下のとおりです。
[bookmark: _Hlk237866302][bookmark: _Hlk237866290]※　該当するものに「〇 (マル)」を記入してください。その他の場合には理由の詳細を記入してください。
	
	・一般的な施工条件に比べて大規模であり、作業性が良好であることから、高い施工効率で想定している。

	
	・発注者が想定している工法とは異なる工法（又は新技術・新工法、ＩＣＴ施工等）での施工を想定しており、高い施工効率を想定している。

	
	・過去に自社で施工した類似工事の実績から算出した歩掛と最新の公共工事設計労務単価から労務費を算出している。

	
	・下請けからの見積が一部材工一式となっており、下請け分の労務費が分離計上できなかった。

	
　　　
	・その他（理由の詳細を記入）

	
	


注：本理由書は、原則、一般競争入札参加資格確認申請書等とともにご提出ください。




「労務費ダンピング調査」の試行実施に係る事務の流れ

１）入札参加者のうち対象者は理由書を工事担当課へ提出する。

２）工事担当課は、工事費内訳書に計上されている直接工事費と「一定水準」を比較し、比較結果及び理由書を工事契約課に提出する。
　
[bookmark: _Hlk237872265]　３）工事契約課は「一定水準」を下回った場合、理由書により合理的な回答であるか確認を行う。合理的な回答ではないと判断した場合は、落札候補者に対し改善措置等を書面で要請するとともに工事担当課へ情報提供する。あわせて事業者名及び入札状況等を建設Ｇメンへ通報を行う。
　
　※合理的な回答でない場合でも、契約締結を行う。
　※一般競争入札（ＷＴＯ対象）に限っては、保留通知書に基づき、所定の期限までに入札公告に記載された工事担当課へ理由書を提出する。提出後の手順は同じ。

【調査の流れ】
　①入札（工事費内訳書を提出）
　②開札
　　…
…

　③理由書の提出
　④労務費ダンピング調査（一定水準との比較）
　　　
　⑤一定水準以上の場合　　　　　　　　　　　⑤一定水準を下回る
　
　　　　　　　　合理的な理由が確認できた場合　 　合理的な理由が確認できない場合

⑥契　約　　　　　　　　　　　　　　   ⑥契　約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国土交通省の「建設Ｇメン」へ通報）


《一定水準との比較》

工事担当課において、落札候補者の工事費内訳書に計上されている直接工事費が「一定水準」を下回っているかの確認を行います。
「一定水準」は以下の式により算定し、算定に用いる係数は、低入札価格調査制度において全国的に用いられている「中央公契連モデルの係数（0.97）」を活用します。
なお、営繕工事の場合、直接工事費には土木工事においては現場管理費として扱われる項目が含まれていることから、この額を控除した上で、係数を乗じることとします。

一定水準（土木工事）＝ 当該工事の直接工事費の官積算額 × 中央公契連モデルの係数（0.97）
一定水準（建築工事）＝ 当該工事の直接工事費の官積算額 ×（1－0.1※１又は0.2※２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  × 中央公契連モデルの係数（0.97）
※１　一般工事：0.1
※２　昇降機設備その他の製造部門を持つ専門工事業者を対象とした工事：0.2
営繕積算システム（ＲＩＢＣ）の経費選択画面において「昇降機設置工事」又は「製造業者・　専門工事業者に単独発注する工事」を選択した工事です。
